
平成３０年度３月補正予算　総括

【会計別一覧】 （単位：千円）

◎一般会計補正予算（第５号） （単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

2 1 1 総務人件費 58,157 58,157

2 1 1 基幹業務システム運営事業 7,474 7,474

2 1 5 夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業 26,740 26,740

2 1 6 鳥取県西部広域行政管理組合負担金(管理費) ▲ 1,736 ▲ 1,736

2 1 13 市税等過誤納金還付金 1,000 1,000

2 1 13 国県負担金補助金返還金(子育て支援課) 8,256 3,443 4,813

2 1 13 国県負担金補助金返還金（長寿社会課） 113 113

2 1 13 国県負担金補助金返還金（健康推進課） 461 461

2 1 13 国県負担金補助金返還金（地域振興課） 13,179 13,179

2 1 13 国県負担金補助金返還金（福祉課） 70,439 70,439

3 1 1 国民健康保険費特別会計繰出金 14,343 5,380 5,377 3,586

3 1 3 障がい者自立支援給付費(介護給付・訓練等給付) 39,612 19,806 9,903 9,903

3 1 3 障がい者自立支援給付費(更生医療) 7,373 3,686 1,843 1,844

3 1 3 障がい児通所支援費 5,249 2,624 1,312 1,313

3 1 3 障がい者グループホーム等夜間世話人配置事業補助金 645 322 323

3 2 2 保育対策総合支援事業費補助金 403 268 135

4 2 1 鳥取県西部広域行政管理組合負担金(清掃費) ▲ 2,474 ▲ 2,474

6 3 1 県施行漁港改修事業地元負担金 9,000 9,000 0

9 1 1 鳥取県西部広域行政管理組合負担金(消防費) 2,749 2,749

10 5 7 海とくらしの史料館管理費 214 214

10 5 8 文化ホール管理費 540 540

10 6 2 第２市民体育館改修事業【財源振替】 0 5,300 ▲ 2,100 ▲ 3,200

261,737 31,764 18,757 14,300 1,343 195,573

普通交付税 48,495

財政調整基金 147,078

国民健康保険費特別会計補正予算（第２号） 3,829,818 252,710 4,082,528

下水道事業費特別会計補正予算（第４号） 2,702,704 263,100 2,965,804

会  計  区  分 補正前の予算額 補 正 額 補正後の予算額

一般会計補正予算（第５号） 16,266,527 261,737 16,528,264

市場事業費特別会計補正予算（第１号） 62,801 9,543 72,344

款 項 目 事    業    名 補 正 額

補助金返還金

魚と鬼太郎のまち
境港ふるさと基金

計
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○繰越明許費 （単位：千円）

款 項 目 事　　業　　名

2 1 1 基幹業務システム運営事業

3 2 2 保育対策総合支援事業費補助金

6 1 4 農地耕作条件改善事業

6 3 1 県施行漁港改修事業地元負担金

8 2 3 中海護岸整備関連事業

8 2 3 生活関連道整備事業

8 2 3 水木しげるロードリニューアル事業

8 4 1 水木しげるロード街なみ環境整備事業

10 5 1 美保飛行場周辺まちづくり整備事業

○債務負担行為補正（追加） （単位：千円）

市道維持修繕工事の債務負担行為については、３月に入札を行い、４月１日から突発修繕等に迅速に対応するため、H31予算額相当を計上するもの。

○地方債補正（変更） （単位：千円）

◎国民健康保険費特別会計補正予算（第２号） （単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 1 1 国民健康保険事務費 155,834 155,834

2 1 1 一般被保険者療養給付費 27,582 27,582 0

2 1 2 退職被保険者等療養給付費 10,924 10,924 0

2 1 3 一般被保険者療養費 2,136 2,136 0

8 1 3 国県負担金補助金等返還金 56,234 56,234

252,710 0 40,642 0 0 212,068

繰越金 197,725

一般会計繰入金 14,343

403 年度内に完了することが困難なため。

6,262 年度内に完了することが困難なため。

9,000 年度内に完了することが困難なため。

金　　額 繰越理由

7,474 年度内に完了することが困難なため。

5,876 年度内に完了することが困難なため。

5,210 年度内に完了することが困難なため。

事　　項 期　　間 限　　度　　額

54,000 年度内に完了することが困難なため。

15,000 年度内に完了することが困難なため。

27,472 年度内に完了することが困難なため。

起　　債　　の　　目　　的
限　　度　　額

変　 更 　前 変　 更 　後

県施行漁港改修事業地元負担金 1,200 10,200

平成30年度燃料高騰対策特別金融支援事業利子補助金 H31～H34
融資実行日から３年を経過する日までの間
に生じた利子の額

市道維持修繕工事 H31 15,000

計

第２市民体育館改修事業 45,700 51,000

款 項 目 事    業    名 補 正 額
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◎下水道事業費特別会計補正予算（第４号） （単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 2 1 浸水対策事業 260,000 130,000 130,000 0

1 2 1 下水道建設庁費 3,100 3,100 0

263,100 130,000 0 133,100 0 0

○繰越明許費補正（追加） （単位：千円）

款 項 目 事　　業　　名

1 1 1 公共下水道公営企業会計移行事業

1 2 1 下水道センター整備事業

1 2 1 浸水対策事業

1 3 1 下水道センター維持管理事業

1 3 1 中継ポンプ場維持管理事業

○繰越明許費補正（変更） （単位：千円）

1 2 1 下水道管渠事業

1 2 1 下水道建設庁費

○地方債補正（変更） （単位：千円）

◎市場事業費特別会計補正予算（第１号） （単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

1 1 2 境港水産加工汚水処理場整備基金積立金 9,543 3,000 6,543

9,543 0 0 0 3,000 6,543

繰越金

款 項 目 事    業    名 補 正 額

265,600 年度内に完了することが困難なため。

1,905 年度内に完了することが困難なため。

2,524 年度内に完了することが困難なため。

計

金　　額 繰越理由

18,227 年度内に完了することが困難なため。

36,650 年度内に完了することが困難なため。

100 3,200

起　　債　　の　　目　　的
限　　度　　額

変　 更 　前 変　 更 　後

事　　業　　名
金　　額

変　 更 　前 変　 更 　後

158,000 203,400

水産加工汚水処理公社寄附金

計

下水道事業費 929,500 1,062,600

款 項 目 事    業    名 補 正 額

- 3 -



◎一般会計補正（第５号）

[単位：千円]

総務人件費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.1 補正額 58,157 58,157

金額 ■説明

○早期退職により不足が見込まれる退職手当を増額。

当初予算 147,563

決算見込 205,720

補 正 額 58,157

基幹業務システム運営事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.1 補正額 7,474 7,474

金額 ■説明

○５月１日の新元号施行に伴い、庁内ネットワーク(個人番号利用事務系)の

　システム等について改元対応を行うため、改修委託経費を増額。

　（あわせて繰越明許費を計上）

【改修概要】

　基幹業務、人事給与、健康管理、確定申告、滞納整理、福祉等の各種

　システムについて、３月から順次改修を行い、５月から運用する。

夕日ヶ丘分譲地定期借地用地取得事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.5 補正額 26,740 26,740

金額 ■説明

○定期借地契約の締結による公社等から土地購入費の増額。

【定期借地権による土地購入実績】

事業名

担当課

項目

項目 事業費

項目

節別内訳

担当課

事業名

事業費

費　目

事業名

担当課 費　目

費　目

総　務　課

地域振興課

節別内訳

3 職員手当等 58,157

7,474

節別内訳

定年退職７名

早期退職４名を追加

11名分（定年７名、早期４名）

13 委託料

26,740

事業費

都市整備課

17
公有財産購
入費

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

公　社 24 238,172 14 138,061 4 36,121 3 25,221 142 1,401,921

保留地 2 24,483 0 0 13 128,027 7 68,788 64 673,807

合　計 26 262,655 14 138,061 17 164,148 10 94,009 206 2,075,728

区　分
H27 H28 H29 H30(補正後) 累　計

番号 区　分 所在地 金　額

1 公　社 40街区１区画（284.00㎡） 8,419

8,419

2 保留地 29街区１区画（306.36㎡） 9,546

3 保留地 39街区１区画（296.00㎡） 8,775

18,321

26,740

保留地　計（２件）

公　社　計（１件）

合　　　計（３件）
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鳥取県西部広域行政管理組合負担金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.6ほか 補正額 ▲ 1,461 ▲ 1,461

金額 ■説明

○鳥取県西部広域行政管理組合の補正予算により事業費が変更されたこと

　に伴って、不足する負担金の増額及び不要となる負担金の減額。

市税等過誤納金還付金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.13 補正額 1,000 1,000

金額 ■説明

○法人の決算に伴う法人市民税の還付が増加し、不足が見込まれる

　還付金を増額。

予算額 決算見込 補正額

還付金 22,500 23,500 1,000

負担金補助
及び交付金

▲ 1,461

事業名

担当課 費　目

地域振興課ほか

節別内訳

19

事業名

担当課

節別内訳

費　目 項目

償還金利子
及び割引料 1,00023

項目

事業費

事業費

収　税　課

款 項 目 担当課 項　目 補正額

2 1 6 地域振興課 管　理　費 ▲ 1,736

4 2 1 環境衛生課 清　掃　費 ▲ 2,474

9 1 1 自治防災課 消　防　費 2,749

▲ 1,461合　計
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国県負担金補助金返還金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.13 補正額 92,448 0 0 0 3,443 89,005

金額 ■説明 補助金返還金↑

○過年度に交付を受けた国・県負担金補助金の精算に伴う返還金。

所　属 返還先 金　額

1,848

11,331

13,179

480

61,956

446

障害者自立支援給付費国庫負担金 4,039

障害者医療費国庫負担金 1,236

障害児入所給付費等国庫負担金 2

2,020

260

70,439

1,585

361

225

130

618

1,585

309

3,443

8,256

国 365

73

23

461

55

58

113

92,448

国民健康保険費特別会計繰出金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.1 補正額 14,343 5,380 5,377 3,586

金額 ■説明

○基盤安定負担金の確定に伴う繰出金の増額。

予算額 確定額 補正額

141,961 145,544 3,583

60,393 71,153 10,760

202,354 216,697 14,343

保険者支援分

計

鳥取県子ども・子育て支援交付金

助産施設・母子生活支援施設等入所措置費負担金

鳥取県安心こども基金特別対策事業補助金

県

返　還　金　　計

保険税軽減分

母子保健衛生費国庫補助金

事業名

14,343

節別内訳

28

23
償還金利子
及び割引料

92,448

地域振興課ほか

事業名

福祉課

子育て
支援課

市　民　課

繰出金

地　域
振興課

健　康
推進課

節別内訳

担当課 費　目

項目

国

費　目

児童扶養手当給付費国庫負担金

国

生活保護費等国庫負担金

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金

国

県
小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業費補助金

鳥取県健康増進事業費補助金

県
鳥取県介護保険事業費補助金

鳥取県いきいき高齢者クラブ活動支援補助金

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金

児童虐待・DV対策等総合支援事業費国庫補助金

児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金

県

項目 事業費

鳥取県障害者自立支援給付費負担金

鳥取県地域生活支援事業費補助金

子ども・子育て支援交付金

臨時福祉給付金（事務費分）

長寿社会課　計

財　源

県３/４

長　寿
社会課

事業費

生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金

担当課

項　　　目

臨時福祉給付金（事業費分）

地域振興課　計

福祉課　計

子育て支援課　計

健康推進課　計

国１/２、県１/４
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障がい者自立支援給付費(介護給付・訓練等給付)

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.3 補正額 39,612 19,806 9,903 0 0 9,903

障がい者自立支援給付費(更生医療)

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.3 補正額 7,373 3,686 1,843 0 0 1,844

障がい児通所支援費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.3 補正額 5,249 2,624 1,312 0 0 1,313

金額 ■説明

○利用者数や医療費の増に伴って不足が見込まれる扶助費の増額。

予算額 決算見込 補正額

788,040 827,652 39,612

32,097 39,470 7,373

93,143 98,392 5,249

972,712 1,024,946 52,234

【財源】国負担金１/２、県負担金１/４、市１/４

障がい者グループホーム等夜間世話人配置事業補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.1.3 補正額 645 0 322 0 0 323

金額 ■説明

○利用日数の増等に伴って不足が見込まれる補助金の増額。

予算額 決算見込 補正額

581 1,226 645

【主な要因】

◇利用者の障害支援区分の変更に伴う補助単価の変更や利用日数の増

【財源】県補助金１/２、市１/２

19
負担金補助
及び交付金

事業名

担当課

事業費

項目 事業費

645

費　目

計

節別内訳

担当課

福　祉　課

項目

担当課

事業名

20 扶助費 52,234

福　祉　課

節別内訳

福　祉　課

事業名

事業名

費　目

項目

費　目

事業費費　目 項目

財　　　　源　　　　内　　　　訳

事業費

項　目

介護・訓練等給付

更生医療

障がい児通所支援

担当課

福　祉　課

主な要因

生活介護サービスの利用者の増

高額な手術等による増

事業所の新規開所による利用者増
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【新規】 保育対策総合支援事業費補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.2 補正額 403 268 0 0 0 135

金額 ■説明

　　※国の第二次補正予算を活用

【対象】※私立保育園が対象

◇外江保育園、育成保育園

【補助金】

◇導入経費に対する補助金　269千円 × ２施設 × 3/4 ≒ 403千円

　※負担割合 ： 国１/２、市１/４、事業者１/４

【システムの概要】※システム名「Codmon(コドモン）」

　①保育に関する計画・記録に関する機能

　②園児の登園及び降園の管理に関する機能

　③保護者との連絡に関する機能

【財源】国補助金２/３、市１/３

県施行漁港改修事業地元負担金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

6.3.1 補正額 9,000 9,000 0

金額 ■説明

○国の第二次補正予算に伴い、H31当初予算計上を予定していた負担金

　のうち、一部を前倒しするために不足する負担金の増額。

　（あわせて繰越明許費を計上）

【内容】

◇２号岸壁の耐震改修（～H32）

【財源】市債（補正予算債）　充当率100％

海とくらしの史料館管理費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.5.7 補正額 214 214

金額 ■説明

○特殊要因により不足が見込まれる指定管理料の増額。

　

【特殊要因】

◇夏季の暑さが例年以上だったことにより、空調機器等の運転に要する

　電気使用量が増加。

当初見込 決算見込 補正額

光熱水費 1,670 1,884 214

担当課 費　目 項目

委託料 214

19
負担金補助
及び交付金

生涯学習課

事業名

水　産　課

担当課

事業名

403
○保育施設におけるＩＣＴ化等を推進し、保育士の業務負担の軽減

　を図るためのシステム導入費に対する補助金を交付。

項目 事業費

費　目 項目

事業費

9,000

節別内訳

事業費

節別内訳

13

費　目

節別内訳

19
負担金補助
及び交付金

事業名

担当課

子育て支援課

事業費 負担金

H30年度３月補正 300,000 9,000

H31当初予算 79,200 2,376

568,800 17,064

948,000 28,440

実施年度

平成31年度

平成32年度
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文化ホール管理費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.5.8 補正額 540 540

金額 ■説明

○特殊要因により不足が見込まれる指定管理料の増額。

【特殊要因】

◇燃料単価（灯油）が前年より上昇及び冷暖房設備の故障により増加。

◇市民会館閉館に伴う対応として定休日（火）も開館していること。

当初見込 決算見込 補正額

光熱水費 4,049 4,519 470

燃 料 費 767 837 70

合　計 4,816 5,356 540

第２市民体育館改修事業【財源振替】

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.6.2 補正額 0 5,300 ▲ 2,100 ▲ 3,200

金額 ■説明 ふるさと基金↑

○市債の借入を増額することに伴う財源振替。

【補正理由】

◇事業費の一部が普通交付税措置のある地方債（地域活性化債）の対象に

　なったことに伴い、市債充当率が変更されるため。（75％ ⇒ 90％）

　※ＬＥＤ照明の設置による省エネ化の取り組みが対象

◎国民健康保険費特別会計補正（第２号）

[単位：千円]

国民健康保険事務費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

1.1.1 補正額 155,834 155,834

金額 ■説明

○前年度繰越金のうち、余剰見込額を国民健康保険基金に積立てる

　ための積立金の増額。

（単位：円）

◇H30年度末残高見込：320,613千円

事業名

担当課 費　目

生涯学習課

事業名

事業名

担当課 費　目

節別内訳

市　民　課

節別内訳

25 積立金 155,834

生涯学習課

項目

項目

担当課 費　目

節別内訳

13 委託料 540

項目 事業費

事業費

［財源振替］

前年度繰越金

212,066,680

国県負担金補助金等返還金に充当

56,233,068

補　正　額

155,833,612

事業費
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一般被保険者療養給付費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.1 補正額 27,582 27,582 0

退職被保険者等療養給付費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.2 補正額 10,924 10,924 0

一般被保険者療養費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.3 補正額 2,136 2,136 0

金額 ■説明

○保険給付費の増に伴い不足が見込まれる療養給付費等の増額。

予算額 決算見込 補正額

2,393,409 2,420,991 27,582

30,807 41,731 10,924

5,954 8,090 2,136

【主な要因】

◇高額な治療や薬剤の影響などにより、給付費が増額となったこと。

【財源】県交付金10/10

国県負担金補助金等返還金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

8.1.3 補正額 56,234 56,234

金額 ■説明

○平成29年度に交付を受けた国・県負担金の精算等に伴う返還金。

51,859

149

149

4,077

56,234

担当課 費　目

療養給付費等負担金

特定健診・保健指導負担金

市　民　課

事業名

市　民　課

節別内訳

19
負担金補助
及び交付金

40,642

項目 事業費

節別内訳

23
償還金利子
及び割引料

56,234

項目担当課 費　目

事業名

計

事業費

県
特定健診・保健指導負担金

高額医療費共同事業負担金

事業費

項目

国

一般被保険者療養給付費

退職被保険者等療養給付費

一般被保険者療養費

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

市　民　課

事業名

担当課 費　目

市　民　課

項　目
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◎下水道事業費特別会計補正（第４号）

[単位：千円]

浸水対策事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

1.2.1 補正額 260,000 130,000 130,000 0

金額 ■説明

○国の第二次補正予算に伴い、H31当初予算計上を予定していた

　雨水対策としての水路改修等のうち、一部を前倒しすることに

　伴う工事請負費等の増額。

【財源】国補助金１/２、市債（補正予算債）１/２［充当率100％］

下水道建設庁費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

1.2.1 補正額 3,100 3,100 0

金額 ■説明

11 需用費 1,149 ○国の第二次補正予算に伴って前倒しする工事請負費等に

12 役務費 362 　付帯する事務費。

13 委託料 340

14 使用料及び賃借料 1,235 【財源】市債（補正予算債）　充当率100％

27 公課費 14

◎市場事業費特別会計補正（第１号）

[単位：千円]

境港水産加工汚水処理場整備基金積立金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

1.1.2 補正額 9,543 3,000 6,543

金額 ■説明

○前年度決算に伴う剰余金等を積立てるための積立金の増額。

◇H30年度末残高見込：91,452千円

事業名

担当課

担当課 費　目

水　産　課

節別内訳

25 積立金 9,543

22
補償補塡及
び賠償金

3,000

下水道課

節別内訳

費　目

事業名

担当課 費　目

節別内訳

13 委託料 41,000

15 工事請負費 216,000

事業名

下水道課

項目 事業費

事業費

項目 事業費

項目

事業費

矢尻川雨水幹線基本設計 17,000

西工業団地排水路設計業務 22,000

公共下水道整備積算業務 2,000

西工業団地雨水排水路改修(１工区) 60,000

西工業団地雨水排水路改修(２工区) 51,000

西工業団地雨水排水路改修(３工区) 105,000

3,000

260,000

内　容

委
 

託

工
 

事

水道管移設補償費

計

内　容 補正額

水産加工汚水処理公社寄附金の増 3,000

前年度繰越金 6,543

計 9,543
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